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分析・取りまとめの視点

地方分権化が進む中、地方公共団体がそれぞれ地域の実情に応じた政策を推進するために、また、施策の効果を検証するために地方独自の統計分析の必要性が高まっていますが、全数調査である国勢調査の結果は、データの宝庫であり、活用の仕方によって多くの貴重なデータを提供してくれます。

このような考えのもと、今回の国勢調査の結果の取りまとめについては、これまでのように国から提供を受けた結果を集計するだけでなく、今後重点的に県や市町が取り組むべき施策に必要なデータを得るために、県の各部局や市町の要望を踏まえて本県独自の集計を行うこととしました。

また、この２０年間で少子高齢化が急速に進行し、我が国の社会構造が大きく変化したことから、各項目について原則として昭和６０年以降の推移を把握するとともに、平成の大合併に対応して、合併前後の市町村別のデータも時系列で把握できるように集計しています。

用語の説明

○人口

　　　国勢調査における人口は「常住人口」であり、常住人口とは調査時に調査の地域に
常住している者をいう。

○人口集中地区

　　以下の3点を条件として設定されている。

　（１）国勢調査基本単位区を基礎単位地域とする。

　（２）市区町村内の境域内で人口密度の高い基本単位区（原則として人口密度が1km2
当たり4,000人以上）が隣接していること。
（３）それらの地域の人口が国勢調査時に5,000人以上有すること。
○年齢

　　　年齢は、平成17年9月30日現在による満年齢である。

　　　なお、平成17年10月1日午前零時に生まれた人は、0歳とした。

○配偶関係

　　　配偶関係は、届出の有無にかかわらず、実際の状態により、次のとおり区分した。

　　　　未　婚－まだ結婚をしたことのない人

　　　　有配偶－届出の有無に関係なく、妻または夫のある人

　　　　死　別－妻または夫と死別して独身の人

　　　　離　別－妻または夫と離別して独身の人

○国籍

　　　国籍を、｢日本｣、「韓国
,朝鮮」、「中国」、「フィリピン」、「タイ」、「インドネシ
ア」、「ベトナム」、「イギリス」、「アメリカ」、「ブラジル」、「ペルー」、「その他」に区
分した。

　　　なお、二つ以上の国籍を持つ人については、次のように取り扱った。

　　　　１　日本と日本以外の国の両方の国籍を持つ人－日本

　　　　２　日本以外の二つ以上の国籍を持つ人－調査票の国名欄に記入された国

○世帯の種類

　　　世帯を次のとおり「一般世帯」と「施設等の世帯」に区分した。

　　　　一般世帯とは、次のものをいう。

（１）住居と生計を共にしている人々の集まりまたは一戸を構えて住んでいる単
身者
　ただし、これらの世帯と住居を共にする単身の住み込みの雇人については、
人数に関係なく雇主の世帯に含めた。

（２）上記の世帯と住居を共にし、別に生計を維持している間借りの単身者また
は下宿屋などに下宿している単身者

（３）会社・団体・商店・官公庁などの寄宿舎、独身寮などに居住している単身
　　者

施設等の世帯とは、次のものをいう。なお、世帯の単位は、原則として下記の（１）、
（２）および（３）は棟ごと、（４）は中隊または艦船ごと、（５）は建物ごと、（６）
は一人一人である。

（１）寮・寄宿舎の学生・生徒－学校の寮・寄宿舎で起居を共にし、通学してい
る学生・生徒の集まり

（２）病院・療養所の入院者－病院・療養所などに、既に3か月以上入院してい
る入院患者の集まり

（３）社会施設の入所者－老人ホーム、児童保護施設などの入所者の集まり

（４）自衛隊営舎内居住者－自衛隊の営舎内または艦船内の居住者の集まり

（５）矯正施設の入所者－刑務所および拘置所の被収容者ならびに少年院および
婦人補導院の在院者の集まり

（６）その他－定まった住居を持たない単身者や陸上に生活の本拠（住所）を有
しない船舶乗組員など

○世帯人員および親族人員

　　　世帯人員とは、世帯を構成する各人（世帯員）を合わせた数をいう。

　　　親族人員とは、世帯主および世帯主と親族関係にある世帯員を合わせた数をいう。
なお、養子、養父母なども、子、父母と同様にみなして親族とした。

○世帯の家族類型

　　　一般世帯を、その世帯員の世帯主との続き柄により、次のとおり区分した。

　　　Ａ　親族世帯－二人以上の世帯員から成る世帯員のうち、世帯主と親族関係にある
世帯員のいる世帯

なお、その世帯に同居する非親族（住み込みの従業員、家事手伝いなど）がい
る場合もこれに含まれる。例えば「夫婦のみの世帯」という場合には、夫婦二人
のみの世帯のほか、夫婦と住み込みの家事手伝いから成る世帯も含まれている。

　　　Ｂ　非親族世帯－二人以上の世帯員から成る世帯のうち、世帯主と親族関係にある者がいない世帯

　　　Ｃ　単独世帯－世帯人員が一人の世帯

　　　　　また、親族世帯をその親族の中で原則として最も若い世代の夫婦とその他の親
族世帯の関係によって、次のとおり区分した。

　　　Ⅰ　核家族世帯

　　　　（１）夫婦のみの世帯

　　　　（２）夫婦と子供から成る世帯

　　　　（３）男親と子供から成る世帯

　　　　（４）女親と子供から成る世帯

　　　Ⅱ　その他の親族世帯

　　　　（５）夫婦と両親から成る世帯

　　　　（６）夫婦とひとり親から成る世帯

　　　　（７）夫婦、子供と両親から成る世帯

　　　　（８）夫婦、子供とひとり親から成る世帯

　　　　（９）夫婦と他の親族（親、子供を含まない。）から成る世帯

　　　　（10）夫婦、子供と他の親族（親を含まない。）から成る世帯

　　　　（11）夫婦、親と他の親族（子供を含まない。）から成る世帯

　　　　（12）夫婦、子供、親と他の親族から成る世帯

　　　　（13）兄弟姉妹のみから成る世帯

　　　　（14）他に分類されない親族世帯

3世代世帯

　　　　3世代世帯とは、世帯主との続き柄が、祖父母、世帯主の父母（または世帯主の配
偶者の父母）、世帯主（または世帯主の配偶者）、子（または子の配偶者）および孫
の直系世代のうち、三つ以上の世代が同居していることが判定可能な世帯をいい、
それ以外の世帯員がいるか否かは問わない。したがって4世代以上が住んでいる場
合も含まれる。また、世帯主の父母、世帯主、孫のように、子（中間の世代）がい
ない場合も含まれる。一方、叔父、世帯主、子のように、傍系の3世代世帯は含ま
れない。

○母子世帯・父子世帯

　母子世帯とは、未婚、死別または離別の女親と、その未婚の20歳未満の子供のみか
ら成る一般世帯（他の世帯員がいないもの）をいう。

　　　父子世帯とは、未婚、死別または離別の男親と、その未婚の20歳未満の子供のみか
ら成る一般世帯（他の世帯員がいないもの）をいう。

○高齢単身世帯・高齢夫婦世帯

　　　高齢単身世帯とは、65歳以上の者一人のみの一般世帯（他の世帯員がいないもの）
をいう。

　　　高齢夫婦世帯とは、夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦1組の一般世帯（他の世帯員
がいないもの）をいう。

○住居の種類

　　　一般世帯について、住居を次のとおり区分した。

　　　　住宅－一つの世帯が独立して家庭生活を営むことができる永続性のある建物（完
全に区画された建物の一部を含む。）

　　　　　一戸建ての住宅はもちろん、アパート、長屋などのように家庭生活を営む
ことができるような構造になっている場合は、各区画ごとに一戸の住宅とな
る。

　　　　　　　なお、店舗や作業所付きの住宅もこれに含まれる。

　　　　住宅以外－寄宿舎・寮など生計を共にしない単身者の集まりを居住させるための
建物や、病院・学校・旅館・会社・工場・事務所などの居住用でない建物
　なお、仮小屋・天幕小屋など臨時応急的に造られた住居などもこれに含まれる。

○住宅の所有の関係

　　　住宅に居住する一般世帯について、住宅の所有の関係を次のとおり区分した。

　　　　主世帯－「間借り」以外の以下の5区分に居住する世帯

　　　　持ち家－居住する住宅がその世帯の所有である場合

　　　　　　　　なお、所有する住宅は、登記の有無を問わない。また、分割払いの分譲
住宅などで支払いが完了していない場合も含まれる。

　　　　公営の借家－その世帯の借りている住宅が都道府県営または市町村営の賃貸住宅
やアパートであって、かつ、給与住宅でない場合

　　　　都市機構・公社の借家－その世帯の借りている住宅が都市再生機構または都道府

県・市町村の住宅供給公社・住宅協会・開発公社などの
賃貸住宅やアパートであって、かつ、給与住宅でない場
合　なお、これには、雇用・能力開発機構の雇用促進住
宅（移転就職者用宿舎）も含まれる。

　　　　民営の借家－その世帯の借りている住宅が「公営の借家」、「都市機構・公社の借
家」および「給与住宅」でない場合

　　　　給与住宅－勤務先の会社・官公庁・団体などの所有または管理する住宅に、職務
の都合上または給与の一部として居住している場合

　なお、この場合、家賃の支払いの有無を問わない。また、勤務先の会

社または雇主が借りている一般の住宅に住んでいる場合も含まれる。

　　　　間借り－他の世帯が住んでいる住宅（持ち家、公営の借家、都市機構・公社の借
家、民営の借家、給与住宅）の一部を借りて住んでいる場合

○延べ面積

　　　延べ面積とは、各居住室（居間、茶の間、寝室、客間、書斎、応接間、仏間、食事
室など居住用の室）の床面積のほか、その住宅に含まれる玄関・台所・廊下・便所・
浴室・押し入れなども含めた床面積の合計をいう。ただし、農家の土間や店舗併用住
宅の店・事務室など営業用の部分は延べ面積には含まれない。また、アパートやマン
ションなどの共同住宅の場合は、共同で使用している廊下・階段など共用部分は延べ
面積には含まれない。

　　　なお、坪単位で記入されたものについては、1坪を3.3㎡に換算した。

○住宅の建て方

　　　各世帯が居住する住宅を、その建て方について、次のとおり区分した。

　　　　一戸建－1建物が1住宅であるもの

　　　　　　　　なお、店舗併用住宅の場合でも、1建物が1住宅であればここに含まれる。

　　　　長屋建－二つ以上の住宅を一棟に建て連ねたもので、各住宅が壁を共通にし、そ
れぞれ別々に外部への出入口をもっているもの

　　なお、いわゆる「テラス・ハウス」も含まれる。

　　　　共同住宅－棟の中に二つ以上の住宅があるもので、廊下・階段などを共用してい
るものや二つ以上の住宅を重ねて建てたもの

　　なお、階下が商店で、2階以上に二つ以上の住宅がある、いわゆる「げ
たばき住宅」も含まれる。

　　　　その他－上記以外で、例えば、工場や事務所などの一部に住宅がある場合や、寄
宿舎・独身寮、ホテル、病院などの住宅以外の建物の場合

第１部　概要
第１章　総人口、総世帯数
１　総人口

　　福井県の人口は約８２１千人、本格的な「人口減少社会」に突入
　　○　福井県の総人口は、平成17年10月1日現在で821,592人となり、前回調査（平
成12年）と比較して7,352人減少（0.9％減）した。
これは昭和45年以来35年ぶりの人口減少であり、国勢調査による確定人口にお
いても「人口減少社会」に突入したことが確認された。(注１)〔図表１〕
　　
　　○　市町別（市町村合併後の17市町体制による。以下同じ。）に人口の推移を見てみ
ると、前回調査と比較して4市で増加、13市町で減少している。
　昭和22年の人口を100として平成17年の人口を指数化すると、最も増加したの

は福井市で151.1、最も減少したのは池田町で41.2となっている。〔図表２－１、図

表２－２〕
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図表１　総人口の推移－県（大正9年～平成17年）
図表２－１　市町別人口の推移－９市（昭和22年～平成17年）
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図表２－２　市町別人口の推移－８町（昭和22年～平成17年）
２　人口集中地区の人口

　　人口集中地区への人口集中は概ねピークアウト
　　○　県内の人口集中地区に居住する人口は、平成17年で333,271人となっており、総

人口の40.6%を占めている。

これを地域別に見てみると、旧福井市および敦賀市においては人口の65%程度が
人口集中地区に居住しているが、それ以外の市町は概ね30～50%の集中に留まって
いる。〔図表３〕
　　○　人口集中地区への居住割合の推移を地域別に見てみると、旧福井市、敦賀市およ

び旧春江町を除く地域では平成7年までにピークを迎え低下に転じており、旧福井

市および旧春江町においても平成12年をピークとして平成17年には低下に転じた。〔図表３〕
図表３　人口集中地区への居住割合の推移（昭和60年～平成17年）
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非親族世帯


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※網掛けはピーク年度を示す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　世帯数

　世帯数は増加傾向、一般世帯数は昭和６０年時の約１.２倍に
　　○　福井県の世帯数は、平成17年10月1日現在で269,577世帯であり、そのうち一
般世帯が267,385世帯、施設等の世帯が833世帯となっている。（注2）
　　　　前回調査と比較して世帯数で9,965世帯の増（3.8%増）、一般世帯数で9,057世帯
の増（3.5%増）となった。
　　
　　○　一般世帯と施設等の世帯に区分された昭和60年以降の推移を見てみると、一般世帯数は年々増加してきており、昭和60年時の約1.2倍となっているものの、近年は伸び率が鈍化している。〔図表４〕
　　○　市町別に一般世帯数の推移を見てみると、前回調査と比較して8市5町で増加、
1市3町で減少している。
　　　　昭和60年の一般世帯数を100として平成17年の一般世帯数を伸びを見てみると、池田町および美浜町を除く全市町で増加し、そのうち最も増加したのは永平寺町の135.3となっている。〔図表５－１、図表５－２〕
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図表４　一般世帯数の推移－県（昭和60年～平成17年）
図表５－１　一般世帯数の推移－９市（昭和60年～平成17年）
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図表５－２　一般世帯数の推移－８町（昭和60年～平成17年）
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第２章　年齢・男女別人口、配偶関係
１　福井県の人口ピラミッド
　　人口ピラミッドは「ひょうたん型」に近い形に変化
　　○　福井県の人口を年齢別、男女別に積み上げた人口ピラミッドでは、団塊の世代（55

～59歳）と団塊ジュニア世代（30～34歳）が膨らんだ「ひょうたん型」に近い形になっている。〔図表６〕
　　○　本県の人口性比（女性100人に対する男性の数）は全体で93.6であるが、65歳以
上の老年人口では70.1となっており女性が圧倒的に多い。人口ピラミッドにおいて
も、右側に偏った分布となっている。〔図表７〕　
　　○　全国を６ブロックに分けて、さらに年齢階級別（3区分）に人口性比を見てみると、

　　　年少人口（15歳未満）では全ブロックとも105前後で男性が多いという同じ状況で

あるが、生産年齢人口（15～64歳）および老年人口（65歳以上）では、関東・甲信

越が高いのに対し、特に中国・四国ブロックや九州ブロックにおいて人口性比の値
が全国平均より低いという特徴が出ている。〔図表７〕
図表６　福井県の人口ピラミッド（昭和50年、平成17年）
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図表７　ブロック別、年齢階級別人口性比（平成17年）
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２　年齢別割合（３区分）と平均年齢

　　６５歳以上人口は全体の２２.６%、高齢化がさらに進行
　　○　人口の年齢別割合（3区分）の推移を見てみると、65歳以上の老年人口の割合（高

齢化率）が年々上昇し、平成17年では22.6%となっている。〔図表８〕
　一般的に、高齢化率が7%を超えると「高齢化社会」、14%を超えると「高齢社会」、

21%を超えると「超高齢社会」と呼ばれているが（注3）、本県の場合、「高齢化社会」

から「高齢社会」まで30年（昭和35年→平成2年）を要したのに対し、「高齢社会」

から「超高齢社会」まではその半分の15年（平成2年→平成17年）で到達したこ
とになる。

○　一方、15歳未満の年少人口割合は、平成17年で14.7%にまで低下してきている。
　このような少子高齢化の急激な進行に伴い、平均年齢は昭和60年の37.2歳から

平成17年には44.3歳となり、約7歳上昇した。
　

· 老年人口割合を市町別で見てみると、最も高いのは池田町の38.9%、最も低いの

は坂井市の20.3%となっている。〔図表９〕
年少人口割合では、最も高いのは高浜町の16.3%、最も低いのは池田町の10.8%

となっている。〔図表１０〕
　　　図表８　年齢別割合（3区分）の推移－県（昭和60年～平成17年）
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図表９　老年人口割合の推移－９市、8町（昭和60年～平成17年）
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図表１０　年少人口割合の推移－９市、8町（昭和60年～平成17年）

３　配偶関係

　　２５～２９歳女性の未婚率が初めて５０％超に
　　○　15歳以上人口の配偶関係の割合（4区分）の推移を見てみると、男女とも「未婚」、

「離別」の割合が上昇し、「有配偶」の割合が低下してきている。

　未婚率については、男性で27.4%（前回調査27.5%）、女性で18.8%（前回調査

18.8%）となっており、上昇傾向に歯止めがかかっている。〔図表１１〕
　

　　○　未婚率の推移を男女別、年齢階級別（20～39歳）で見てみると、男女とも各年齢
階級で上昇してきている。

　　　　特に、25～29歳女性の未婚率の上昇が顕著で、平成17年で53.7%と初めて50%

　　　を超えた。〔図表１２〕
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図表１１　配偶関係の割合（4区分）の推移－県（昭和60年～平成17年）
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図表１２　年齢階級別未婚率の推移－県（昭和60年～平成17年）
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　男性の生涯未婚率(注4)が急上昇
　　○　50歳時の未婚率（いわゆる「生涯未婚率」）は、平成2年までは男女とも2%台で

推移していたが、その後、男性の生涯未婚率は平成17年で12.0%と昭和60年と比

較して9.9ポイントの急上昇となっている。〔図表１３〕
　　○　９市の中で男性の生涯未婚率が最も高かったのは勝山市の16.8%、最も低かったのはあわら市の8.1%であった。〔図表１４〕
　　　　　　　　図表１３　生涯未婚率の推移－県（昭和60年～平成17年）
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　　　　図表１４　男女別生涯未婚率の推移－9市（昭和60年～平成17年）　　　　　　　　　　　　　（％）
第３章　世帯の状況

１　世帯規模
　

　　単独世帯と２人世帯の大幅増に伴い、世帯規模は縮小
　　○　一般世帯を単独世帯と2人以上の世帯に区分してその推移を見てみると、昭和60

年には33,281世帯であった単独世帯が平成17年には59,618世帯となり、1.8倍と大きく増加している。〔図表１５〕
　　○　世帯人員をさらに細分化して見てみると、昭和60年を100とした場合、単独世帯

　　　と世帯人員2人の世帯が平成17年で180前後と大きく増加しているのに対し、世帯

人員4人の世帯や世帯人員5人以上の世帯は減少してきている。〔図表１６〕
　○　単独世帯や2人世帯の増に伴い、一般世帯1世帯当たりの世帯人員は逓減してき

ており、昭和60年の1世帯当たり3.61人から平成17年には3.00人まで減少して

いる。全国平均は平成17年で2.55人となっており、本県は全国で2番目に多くな
っている。〔図表１５〕
○　一般世帯1世帯当たりの世帯人員を市町別に見てみると、最も多いのは越前町の

3.50人、最も少ないのは敦賀市の2.62人である。〔図表１７〕
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図表１５　世帯人員（2区分）別一般世帯数および世帯規模の推移－県（昭和60年～平成17年）
図表１６　世帯人員別の世帯数の伸び－県（昭和60年～平成17年）
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図表１７　一般世帯1世帯当たりの世帯人員－市町（平成17年）
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２　世帯の家族類型

　

　　夫婦のみの世帯と単独世帯が増加、夫婦と子供から成る世帯が減少
　　○　世帯の家族類型別割合の推移を見てみると、「夫婦のみの世帯」と「単独世帯」の

割合が増加する一方で、様々な社会制度を設計する際の標準的な世帯とされる「夫

婦と子供から成る世帯」の割合が逓減してきている。〔図表１８〕
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　　　　　図表１８　世帯の家族類型別割合の推移－県（昭和60年～平成17年）
　　この２０年間で３世代世帯は「３世帯に１世帯」から「５世帯に１世帯」へ減少
○　本県の一般世帯数に占める3世代世帯の割合の推移を見てみると、昭和60年で30.6%
とほぼ3世帯に1世帯であったものが、平成17年で20.2%と5世帯に1世帯まで低下

してきている。〔図表１９〕
　　　
　　○　市町別でも3世代世帯の割合を見てみると、全市町とも長期低下傾向にある。平成17
年で3世代世帯割合が最も高いのは越前町の30.7%、最も低いのは敦賀市の9.5%であ
った。〔図表２０〕
　
図表１９　3世代世帯数と一般世帯に占める割合の推移－県（昭和60年～平成17年）
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図表２０　3世代世帯の一般世帯に占める割合の推移－９市８町（昭和60年～平成17年）

　母子世帯が大幅な増加傾向
　　○　母子世帯、父子世帯の推移を見てみると（注5）、父子世帯数は400～500世帯と一定

の範囲内で推移しているのに対して、母子世帯数は平成7年までの減少傾向から一転、

大幅な増加傾向となっている。〔図表２１〕
　　　図表２１　母子世帯数、父子世帯数の推移－県（昭和60年～平成17年）
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第４章　住居の状況

１　住宅の所有の関係
　　

「持ち家」世帯の割合は高いものの長期的には低下傾向
· 住宅に住む一般世帯260,880世帯を住宅の所有の関係別に見てみると、「持ち家に
住む世帯」が197,813世帯と最も多く、75.8%を占めている。〔図表２２〕
　　○　住宅の所有関係の推移を見てみると、「持ち家」世帯の割合は前回調査と比較して0.4ポイント上昇したものの長期的に見ると低下傾向にあり、「民営の借家」世帯の割合が年々上昇している。〔図表２３〕
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　　　　　図表２２　住宅に住む一般世帯の住宅の所有の関係別割合－県（平成17年）
　　

図表２３　住宅に住む一般世帯の住宅の所有の関係別割合の推移－県
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（昭和60年～平成17年）　
　
１世帯当たり延べ面積は国平均の１.５倍
　　○　住宅に住む一般世帯の1世帯当たりの延べ面積は138.5㎡となっており、国全体

の91.8㎡を大きく上回っている。

　　　　住宅の所有の関係別で見てみると、「持ち家」世帯が165.8㎡と突出して大きく、

他の所有関係では40～60㎡の広さとなっている。〔図表２４〕
　　　　　図表２４　住宅の所有の関係別1世帯当たりの延べ面積－県（平成17年）
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２　住宅の建て方
　

「持ち家の一戸建」から「民営借家の共同住宅」へ
　　○　住宅の建て方別に住宅に住む一般世帯の推移を見てみると、「一戸建」、「長屋建」

の割合が年々低下しているのに対して、「共同住宅」の割合は昭和60年の10.1%か

ら平成17年には19.0%とほぼ倍増している。〔図表２５〕
　　○　住宅の所有の関係と住宅の建て方をクロス集計すると、「持ち家の一戸建」と「民

営借家の共同住宅」で全体の86.2%を占めているが、「持ち家の一戸建」の割合が低下する一方で、「民営借家の共同住宅」の割合が大きく上昇している。〔図表２６〕
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図表２５　住宅の建て方別住宅に住む一般世帯の割合の推移－県（昭和60年～平成17年）
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図表２６　「持ち家の一戸建」と「民営借家の共同住宅」の割合の推移－県（昭和60年～平成17年）
３　家族類型別、年齢別住居の状況
　

「女親と子供の世帯」、「単独世帯」で「持ち家の一戸建」の割合が相対的に高い町部
　　○　住宅の所有の関係・住宅の建て方と家族類型別の住宅に住む一般世帯数のクロス

集計について17市町別に見てみると、いずれの世帯類型においても、町部の「持ち
家の一戸建」の割合が県、市部のそれよりも高い。

特に、「女親と子供の世帯」、「非親族世帯」、「単独世帯」においては、県、市部の

「持ち家の一戸建」の割合を大きく上回っている。〔図表２７〕
　
○　「その他の親族世帯」に含まれる「3世代世帯」は、県、市部、町部いずれも、ほ

ぼ100%に近い割合で「持ち家の一戸建」の住居に居住している。〔図表２７〕
　　
　　　図表２７　世帯類型、住宅の所有の関係、住宅の建て方別住宅に住む一般世帯数の割合
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－県、9市、８町（平成17年）
第５章　高齢者の状況

１　高齢親族世帯
　

　世帯の高齢化の進行は市部において顕著
　　○　65歳以上親族のいる一般世帯（高齢親族世帯）と65歳以上親族人員の推移を見て

みると、昭和60年では78,364世帯、100,109人であったものが、平成17年には
120,330世帯、173,317人と世帯数で1.5倍、世帯人員で1.7倍に増加している。

　　　　一般世帯全体に占める高齢親族世帯の割合も35.1%から45.0%に上昇した。〔図表

２８〕
· 高齢親族世帯の割合が最も高いのは池田町の79.0%、最も低いのは敦賀市の36.8%

となっている。〔図表２９〕
　　○　昭和60年時の高齢親族世帯数を100として平成17年の高齢親族世帯数を指数化

すると、高齢親族世帯割合とは逆に町部よりも市部の方が指数値が高くなっており、

直近20年間では町部よりも市部の方が世帯の高齢化が進行したといえる。〔図表３０〕
図表２８　高齢親族世帯数、高齢親族人員および高齢親族世帯割合の推移－県

　（昭和60年～平成17年）
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　　　　図表２９　高齢親族世帯割合－県（平成17年）

	
	世帯割合
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	県平均
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	３６．８％（敦賀市）
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図表３０　市町別高齢親族世帯数の推移－９市、８町（昭和60年～平成17年）
　子供夫婦や孫のいる高齢親族世帯は大きく減少
　　○　高齢親族世帯の世帯類型別割合の推移を見てみると、「夫婦のみの世帯」と「単独

世帯」の割合が昭和60年時の1.8倍に増加（夫婦のみ世帯：11.4%→20.8%、単独
世帯：8.5%→15.0%）しているのに対して、高齢者が子供夫婦や孫などと同居して
いる「その他の親族世帯」は昭和60年の72.2%から平成17年には48.5%まで減少
してきている。〔図表３１〕　

　　　　　

図表３１　高齢親族世帯の家族類型別割合の推移－県（昭和60年～平成17年）
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　高齢親族のみから成る世帯は約38,000世帯、その約半数が「単独世帯」
　　○　平成17年現在、高齢親族のみから成る世帯は県内に38,388世帯、世帯人員で

59,654人となっている。

また、その54.9%に当たる21,090世帯は75歳以上の高齢者（後期高齢者）が含まれている。〔図表３２〕
　　○　世帯類型別で見てみると、「単独世帯」が18,020世帯（全体の46.9%）となって

おり、1人暮らしの高齢者が多いことが分かる。〔図表３３〕　

　　　図表３２　65歳以上親族のみから成る世帯と世帯人員－県（平成17年）　

　（世帯・㎡）
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図表３３　65歳以上親族のみから成る世帯の家族類型別割合－県（平成17年）
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２　様々な観点から見た高齢者の状況
　　　一般世帯に属する高齢者の40%は1人暮らしか2人暮らし
　　○　一般世帯にいる高齢者を世帯人員別、年齢階級別、男女別に見てみると、県内の
一般世帯には173,511人の高齢者が属しており、そのうち世帯人員が1人の世帯と2
人の世帯に70,910人（全体の40.9%）の高齢者がいる。〔図表３４、図表３５〕
　
　　○　世帯人員が1人の世帯にいる高齢者18,020人のうち、54.6%に当たる9,831人が75歳以上の後期高齢者となっている。〔図表３４〕
　　○　男女別では、世帯人員が1人の世帯にいる高齢者の割合が女性で13.6%と男性の2

倍強であるのに対して、世帯人員が2人の世帯にいる高齢者の割合は逆に男性が35.7%と女性を約9ポイント上回っている。これは、男女の平均寿命の差が大きく影響しているものと考えられる。〔図表３６〕
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　図表３４　世帯人員、年齢階級別高齢者数－県（平成17年）

図表３５　世帯人員別高齢者数－県（平成17年）
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図表３６　世帯人員、年齢階級、男女別高齢者数の割合－県（平成17年）
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　一般世帯に属する高齢者の90%以上が持ち家に居住
　　○　一般世帯に属する高齢者数を住居の種類・住宅の所有の関係別、年齢階級別、男

女別に見てみると、全体の93.8%に当たる162,795人が持ち家に住んでいる。

　　　　なお、年齢階級別、男女別では大きな違いは見られない。〔図表３７、図表３８〕
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図表３７　住居の種類・住宅の所有の関係、年齢階級別高齢者数－県（平成17年）　
図表３８　住居の種類・住宅の所有の関係、年齢階級、男女別高齢者数の割合－県（平成17年）
　住宅に住む高齢者の50%以上が県平均より広い住宅に居住
　　○　一般世帯に属する高齢者のうち住宅に住む高齢者数を住宅の延べ面積別、年齢階級別、男女別に再集計を行ったところ、全体の56.6%に当たる97,955人が県の全体平均（138.5㎡）を上回る150㎡以上の住宅に居住していることが分かった。

　　　　なお、年齢階級別、男女別では大きな違いは見られない。〔図表３９、図表４０〕
図表３９　住宅の延べ面積別、年齢階級別住宅に住む高齢者数－県（平成17年）
図表４０　住宅の延べ面積別、年齢階級、男女別住宅に住む高齢者数の割合－県（平成17年）
３　高齢単身世帯
　

　高齢単身世帯は昭和６０年の２.７倍に
　　○　高齢単身世帯（65歳以上の者1人のみの世帯）は、昭和60年で6,675世帯（人）

であったものが、平成17年には18,020世帯（人）と約2.7倍に増加している。

　　　　男女別では、男性が4,378世帯、女性が13,642世帯である。〔図表４１〕
　　○　市町別に一般世帯全体に対する高齢単身世帯数の割合の推移を見てみると、全市

町で年々上昇している。最も高いのは池田町の12.5%、最も低いのは永平寺町の5.0

%となっている。〔図表４２〕
　　
図表４１　高齢単身世帯数の推移－県（昭和60年～平成17年）

図表４２　一般世帯に対する高齢単身世帯割合の推移－９市８町（昭和60年～平成17年）

高齢単身世帯の５０%以上が７５歳以上の後期高齢者
　　○　高齢単身世帯のうち後期高齢者（75歳以上の高齢者）世帯の割合の推移を見てみ

ると、昭和60年で34.9%であったものが平成17年では54.6%と半数以上を占めて

いる。

　　　　特に女性の後期高齢単身世帯は、平成17年で57.3%を占めている。〔図表４３〕
　　図表４３　高齢単身世帯の後期高齢者割合の推移－県、国（昭和60年～平成17年）
　広い持ち家に1人で住む高齢単身世帯
　　○　平成17年の住宅に住む高齢単身世帯17,903世帯の住宅の所有の関係を見てみる

と、持ち家が13,696世帯と全体の76.5%を占め最も多い。男女別では男性が69.7%、
女性が78.7%と女性の方が9ポイント上回っている。〔図表４４〕
　　○　平成17年の高齢単身世帯住宅の1人（1世帯）当たりの延べ面積は115.7㎡とな

っている。

　　　　住宅に住む一般世帯全体の1世帯当たりの延べ面積が県平均で138.5㎡、国平均

で91.8㎡であることからすると、本県の高齢単身者はそれまで家族と一緒に住んで

いた広い家に引き続き1人で住んでいるケースが多いと考えられる。〔図表４４〕
図表４４　延べ面積、住宅の所有の関係、男女別住宅に住む高齢単身世帯数および1人当たり延べ
面積－県（平成17年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（世帯、㎡）
４　高齢夫婦世帯
　

　高齢夫婦世帯は昭和60年から３倍の増加
　　○　高齢夫婦世帯（夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦1組の一般世帯）は、昭和60年

で7,603世帯であったものが、平成17年には23,823世帯と約3倍に増加している。
〔図表４５〕
　
　　○　市町別に一般世帯全体に対する高齢夫婦世帯数の割合の推移をこの20年間で見て
みると全市町で年々上昇しているが、22.2%と最も高い池田町を除けば市町間での大
きな開きは見られない。〔図表４６〕
　　
図表４５　高齢夫婦世帯数の推移－県（昭和60年～平成17年）　


　　

図表４６　一般世帯に対する高齢夫婦世帯割合の推移－９市８町（昭和60年～平成17年）
　高齢夫婦世帯の9割以上が持ち家に居住
　　○　平成17年の住宅に住む高齢夫婦世帯23,738世帯の住宅の所有の関係を見てみる

と、持ち家が22,231世帯と全体の93.7%で最も多い。〔図表４７〕
　　○　平成17年の高齢夫婦世帯住宅の1人当たりの延べ面積は75.6㎡となっており、

住宅に住む一般世帯の1人当たり延べ面積45.5㎡の1.7倍となっている。〔図表４７〕
　○　市町別に住宅の所有の関係を見てみると、全ての市町で持ち家に住む高齢夫婦世帯の割合が90%以上となっている。

　　　また、1人当たり延べ面積では最も広かったのは池田町の93.8㎡であった。〔図表４８〕
図表４７　延べ面積、住宅の所有の関係別住宅に住む高齢夫婦世帯数および1人当たり延べ面積
－県（平成17年）


図表４８　住宅の所有の関係別住宅に住む高齢夫婦世帯数割合および1人当たり延べ面積
－市町（平成17年）


第６章　外国人の状況

１　外国人数の推移
　外国人数は昭和６０年の２.２倍、特に女性の伸びが大きい
　　○　平成17年の本県に住む外国人数は10,803人となっており、昭和60年の4,948人

から倍増した。男性が1.7倍の伸びとなっているのに対し、女性が2.7倍と大きく伸

びている。〔図４９〕
図表４９　外国人数の推移－県（昭和60年～平成17年）
２　国籍別外国人数
　国籍別では「中国」が１０年前の５倍に急増、「韓国・朝鮮」が２割減少
　　○　国籍別外国人数の構成比を10年前の平成7年と比較してみると、「韓国・朝鮮」

が53.3%から28.7%と大きく割合を減らしたのに対して、「中国」が9.3%から33.2%

と急増している。〔図表５０〕
　

　　○　平成7年からの10年間で「韓国・朝鮮」は4,044人から3,097人と2割強減少し
たのに対して、「中国」は705人から3,591人と5倍に増加し、今回初めて逆転した。
〔図表５１〕
図表５０　国籍別外国人の割合－県（平成7年、平成17年）

図表５１　韓国・朝鮮人と中国人の推移－県（平成7年～平成17年）
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(注１) 推計人口も含めると、本県の人口は平成11年の831,222人がピークとなり、平成12


年には既に人口減少が始まっていた。


（注2）世帯の種類「不詳」が含まれるため、合計は一致しない。 


（注3） 「高齢化社会」、「高齢社会」および「超高齢社会」とも各種報告書で使用されている


用語であるが、いずれも明確な定義があるわけではない。


(注4) 生涯未婚率は生涯を通して未婚である人の割合を示すものではないが、50歳で未婚の


人は将来的にも結婚する可能性が少ないことから、生涯独身を貫く人がどのくらいいる


かを示す統計指標として使われている。


（注5）母子（父子）世帯とは、「女親（男親）と子供から成る世帯のうち未婚、死別または離別の女親（男親）と未婚の20歳未満の子供のみから成る世帯」と定義されているが、昭和55年および昭和60年調査においては、未婚の女親（男親）の世帯が集計に含まれていないため、独自集計による再集計を行った。





